
平成１８年９月１１日 

 

都道府県介護保険担当主管課（室）御中 

 

厚生労働省老健局老人保健課 

 

 

 

 

平成１８年４月改定関係Ｑ＆Ａ（事業所評価加算関係）Ｖｏｌ．７及び老人保健事業及び

介護予防事業等に関するＱ＆Ａ（追加・修正）Ｖｏｌ．２の送付について 

 

 

介護保険行政及び老人保健行政の推進につきましては、日頃から御協力を賜り厚くお礼

申し上げます。 

 さて、平成１８年４月改定関係Ｑ＆Ａ（事業所評価加算関係）Ｖｏｌ．７及び老人保健

事業及び介護予防事業等に関するＱ＆Ａ（追加・修正）Ｖｏｌ．２を作成いたしましたの

で送付いたします。各自治体におかれましては、これらを参照のうえ、事務を進めていた

だきますようお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

照会先 

（事業所評価加算関係） 

厚生労働省老健局老人保健課 

企画法令係 唐木 

TEL 03-5253-1111（3948） 

 

（老人保健事業等関係） 

厚生労働省老健局老人保健課 

介護技術係 右田 

TEL 03-5253-1111（3946） 



 

 
 
 
 
 

平成１８年４月改定関係 Q&A 

 (事業所評価加算関係) Vol.7 
 
 
 
 
 
 
 



平成１８年４月改定関係 Q&A 

Vol.7(事業所評価加算関係) 
 

 

（答） 

１ 事業所評価加算の評価対象となる利用者は、 

  ① 評価の対象となる事業所にて、選択的サービスに係る加算を連続して

３月以上算定しており 

  ② 選択的サービスに係る加算より後の月に要支援認定の更新又は変更認

定を受けている者 

  であることから、選択的サービスの提供を受けた者の全てが評価対象受給 

者となるものではない。 

  

２ 評価の対象となる期間は、各年１月１日から１２月３１日までであるが、

各年１２月３１日までに、国保連合会において評価対象受給者を確定する

必要があることから、 

①  ９月までに選択的サービスの提供を受け、１０月末日までに更新・変

更認定が行われた者までが、翌年度の事業所評価加算の評価対象受給者

であり、 

②  １１月以降に更新・変更認定が行われた者は翌々年度の事業所評価加

算の評価対象受給者となる。 

 

３ なお、選択的サービスに係る加算や受給者台帳情報は、国保連合会が一

定期間のうちに把握できたものに限られるため、例えば、評価対象期間を

過ぎて請求されてきた場合等は評価対象とならない。 

 

 

（問２）事業所評価加算の評価対象受給者については、選択的サービスを３月

以上利用することが要件とされているが、連続する３月が必要か。また、

３月の間に選択的サービスの種類に変更があった場合はどうか。 

（答） 

選択的サービスの標準的なサービス提供期間は概ね３月であること

から、評価対象受給者については選択的サービスを３月以上連続して受

（問１）いつの時期までに提供されたサービスが、翌年度の事業所評価加算の

評価対象となるのか。 



給する者を対象とすることとしている。 

また、選択的サービスの標準的なサービス提供期間は概ね３月である

ことから、通常３月は同一の選択的サービスが提供されるものと考えて

いるが、連続する３月の中で選択的サービスが同一でない場合について

も、国保連合会においては、評価対象受給者として計算することとして

いる。 

 

 

（問３）評価対象事業所の要件として「評価対象期間における当該指定介護

予防通所介護事業所の利用実人員数が 10 名以上であること。」とされて

いるが、10 名以上の者が連続する 3 月以上の選択的サービスを利用する

必要があるのか。 

（答） 

単に利用実人数が１０名以上であればよく、必ずしもこれらの者全員が

連続する３月以上の選択的サービスを利用している必要はない。 

 

 

（問４）4 月にＡ事業所、5 月にＢ事業所、6 月にＣ事業所から選択的サービ

スの提供があった場合は評価対象となるのか。 

（答） 

事業所評価加算は事業所の提供する効果的なサービスを評価する観点

から行うものであることから、同一事業所が提供する選択的サービスにつ

いて評価するものであり、御質問のケースについては、評価対象とならな

い。 

 

 

（問５）地域包括支援センター（介護予防支援事業所）においては、「サー

ビス提供終了確認情報登録対象者一覧表」の対象者（要支援状態区分

に変更がなかった者）について、「その目標に照らし、特段の支障が

ないと認められるものであれば、「サービスの提供が終了した」もの

と確認する取扱いをして差し支えない」こととされているが、その趣

旨如何。 

（答） 

地域包括支援センター（介護予防支援事業所）の事務負担の軽減という

観点や、更新・変更認定の改善者については、地域包括支援センター（介

護予防支援事業所）における確認を行わないこととの均衡等を考慮し、サ

ービスが終了したものと認められない者については、限定的とすることと



した。 

なお、「特段の支障」がある場合とは、例えば、加算の申請があった事

業者が地域包括支援センター（介護予防支援事業所）への報告を行ってお

らず、当該事業者のサービスの実施状況が確認できない場合などが考えら

れる。 

 

 

（問６）都道府県が、事業所評価加算の算定の可否を事業所に通知する際、

どのような方法で通知すればよいか。 

（答） 

ホームページへの掲載や事業所への文書の郵送等による方法等が考え

られるが、どのような方法で行うかは都道府県の判断による。 

  なお、利用者が事業所を選択するに当たっては、地域包括支援センター

が当該事業所が事業所評価加算の算定事業所である旨を説明することと

なるが、その事業所の選択やケアプラン作成等に支障が生じることのない

よう、事業所評価加算の対象事業所情報については、地域包括支援センタ

ー（介護予防支援事業所）、住民等にも十分に周知いただきたい。 

    

 

 
 


